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引き続きその残存

状況を適時に把握

し、より効果的な周

知・広報を実施する

こと。具体的には、

周知に当たっては、

預入期間を経過し

た郵便貯金の預金

者に早期払戻しを

促す挨拶状の送付

対象を第２期中期

目標期間より拡大

するのに加え、転居

した預金者に対し

ても周知をする方

策を検討するとと

もに、毎事業年度預

金者に対する実態

調査を行う等によ

り、実態把握を促進

すること。広報に当

たっては、費用対効

果を検証しつつ、よ

り効果的かつ効率

的な実施に努める

こと。 

【重要度：高】民営

化前に預入が行わ

れた定額郵便貯金

等の郵便貯金につ

いては、民営化後も

政府保証を継続す

ることとしている

が、満期後一定期間

を経過した後、機構

が預金者に対し催

告し、その催告を発

した日から２月以

内になお払戻しの

ない場合は預金者

の権利が消滅する

ことから、預入期間

具体的には、早期

払戻しを促す挨拶

状を、平成 29 年４

月１日時点で満期

後９年目以下の預

金者に対して中期

目標期間中に１回

以上発送し、同期間

中に満期後 15 年目

を迎えた預金者に

対して当該年度に

発送する。それ以外

の預金者に対して

も挨拶状の効果を

検証した上で、効果

が認められた場合

には可能な限り実

施する。これによ

り、中期目標期間中

に挨拶状を 240万件

以上発送する。 

また、挨拶状に係

る施策を改善して

いくため、挨拶状を

発送した預金者へ

の実態調査を毎事

業年度行うことと

する。なお、初年度

は 1,000名以上の預

金者に対して調査

票を発送すること

とし、次年度以降

は、初年度の調査結

果を踏まえ、より効

果的な把握方法を

検討の上行うこと

とする。 

さらに、転居等の

ため挨拶状が届か

なかった預金者に

対しても周知する

ために住所調査を

預入期間を経過

した郵便貯金の早

期払戻しを促す挨

拶状については、平

成 29 年度及び平成

30 年度に挨拶状を

発送していない満

期後２年目の郵便

貯金（平成 29 年度

に満期となった郵

便貯金）の預金者に

平成 31 年度前半を

目途に発送する。こ

れにより、挨拶状を

すべての預金者に

発送したこととな

ることを踏まえ、そ

の到達状況、払戻し

効果等を分析する。

また、満期後 15 年

目を迎えた預金者

のうち到達可能な

者に挨拶状を発送

する。それ以外の預

金者に対しても、挨

拶状を再度発送す

る効果を検証し、効

果が認められ得る

場合は権利消滅ま

での期間が短い者

に重点を置き発送

することとする。 

さらに、引き続き

挨拶状を発送した

預金者へのアンケ

ート調査（10,000名

以上）を行うほか、

保有する預金デー

タを分析するなど

して預金者の実態

を今中期目標期間

の見込み業務実績

・挨拶状を発送した預

金者への実態調査を、

初年度 1000 人以上を

対象に行い、次年度以

降は、初年度の調査結

果を踏まえ、より効果

的な把握方法を検討

の上行う。 

・公共機関・各種団体

等と広報施策・活動を

年5件以上連携して実

施する。 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

● 預入期間を経過

した郵便貯金の残存

状況を毎月把握し、費

用対効果を十分に検

証した上で、 より効

果的かつ効率的な周

知・広報活動を実施し

たか。 

● 満期後９年目以

下及び満期後 15 年を

経過した預金者に対

する挨拶状を発送し、

それ以外の預金者に

対しても挨拶状の効

果を検証した上で、効

果が認められた場合

には可能な限り実施

したか。 

● 預入期間を経過

した郵便貯金の預金

者に早期払戻しを促

す挨拶状を、中期目標

期間中に240万件以上

発送するよう、取り組

んだか。 

年度は、効率化の観点から、同一名義人で複数の該当口

座がある場合には、名寄せをし、満期経過年数の一番長

い（権利消滅が近い）口座に係る挨拶状１通に集約、令

和２年 10月から令和３年１月にかけて、合計 17万件の

挨拶状を発送した（名寄せしなかった場合の要発送数は

51 万通）。これにより、中期目標期間中の挨拶状発送目

標件数 240 万件に対して平成 29 年度からの累計で 347

万件発送し、目標達成割合は 145％となった。 

また、挨拶状についても、なお郵便貯金を払戻しして

いない預金者に対し、より高い訴求力を確保するため、

前年度一部の挨拶状で採用し、また、より開封してもら

いやすいとされる圧着型の形状のものをすべての挨拶

状で使用するとともに、記載内容についても、重複して

いる内容を削除し、通帳・証書等をイラストで分かりや

すく表記するなど、より見やすく理解しやすいものとな

るよう努めた。 

さらに、住所調査により判明した新住所を、発送が２

回目以降となる挨拶状に反映することなどにより、令和

２年度の挨拶状（17 万件）の到着率は 92.3％（平成 29

年度 58.0%）となった。 

預金者対応に当たっては、専用フリーダイヤルを設

け、年度中に約 5,000件の架電を受け、対応した。 

 令和２年度のアンケート調査結果でも、以下の（２）

のとおり、権利消滅制度を認知したきっかけや郵便貯金

の払戻しのきっかけとして挨拶状を挙げている者が多

いことから、挨拶状を受け取った預金者に関しては、挨

拶状が有効であったと考えられる。 

（２）預金者の実態調査 

アンケート調査の対象者数については、前年度までの

実績、効率性の観点なども踏まえ、年度計画の 10,000 名

以上に対して 20,000名とし（令和元年度は 50,000名）、

令和３年１月に調査票を発送、令和３年２月までに約

6,000通の回答を得た（回収率は、平成 29年度、平成 30

年度、令和元年度の 19%、22％、24％を上回る 30％）。調

査結果の主な概要は、以下のとおり。 

① 払戻しをしていない理由（挨拶状受取前）として、

「満期後 20 年２か月経過すると払戻しができなく

なることを知らなかった」が 41.2％、「満期を過ぎ

ていることを知らなかった」が 41.3％ 

② 郵便貯金が満期後 20 年２か月経過すると権利消

滅することを知り得たきっかけとして挨拶状と回

答した預金者が 84.0％ 

て、累計で347万件、145％の

達成率となった。 

なお、挨拶状の送付に当

たっては、発送するものす

べてについて、より高い訴

求力を有すると考えられる

形状とする一方、発送対象

預金者を名寄せし、満期後

年数の一番長い（権利消滅

に近い）口座に係る１通に

挨拶状を集約することで、

名寄せしなかった場合と比

して、発送数が65％減とな

るなど、効率化にも努めた。 

また、住所調査により判

明した新住所を、発送が２

回目以降となる挨拶状に反

映したことにより、令和２

年度の挨拶状の到着率は

92.3％（平成29年度58.0%）

となった。 

実態調査については、挨

拶状が到着して郵便貯金を

払い戻した預金者・払い戻

していない預金者の双方を

調査対象にし、前年度まで

の実績を踏まえ、発送対象

について前年度の50,000名

から20,000名に絞るなど調

査の効率性にも留意して実

施したが（令和２年度計画

10,000名以上は達成）、平成

30年度、令和元年度より高

い回答率を得ることができ

た。調査結果によると、郵便

貯金の権利消滅制度を知る

きっかけとして挨拶状と回

答した預金者が84％、挨拶

状を受け取り「払戻しを行

った。」又は「近日中に行く

予定」と回答した預金者が

69.3％などとなっており、

一名義人で複数の該当口座がある場合には、

名寄せをし、満期後年数の一番長い（権利消

滅に近い）口座に係る１通に挨拶状を集約す

ることで、名寄せしなかった場合と比して、

発送数が 65％減となるなど、効率化にも努め

ている。 

・挨拶状を発送した預金者への実態調査につ

いては、20,000名を対象にアンケート調査を

実施し、6,000 通を回収しその結果を分析し

ており、挨拶状の有効性について確認してい

る。 

・現住所不明者への住所調査及びその有効性

の検証について、3.1 万人の預金者に住所調

査を実施し、新住所が判明した預金者に対し

て、追加で挨拶状を発送している（住所調査

経由の挨拶状発送は、1.7万件）。また、住所

調査により判明した新住所を、発送が２回目

以降となる挨拶状に反映したことにより、令

和２年度の挨拶状の到着率は 92.3％（平成 29

年度 58.0%）に向上している。   

・新聞広告については毎事業年度実施してお

り、その他、ラジオＣＭ、郵便局におけるポ

スター掲示・チラシ配備等の施策を実施して

いる。また、特に令和２年度以降、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けたが、社会の

デジタル化の進展等を踏まえ、インターネッ

ト広告等の新たな施策に積極的に取り組んで

いる。 
・他機関（総務省、日本郵政グループ、消費

者団体、老人福祉施設等）との連携による広

報施策についても、積極的に取り組んでいる。 

・主な広報施策の実施後には、（株）ゆうちょ

銀行のコールセンターへの照会状況等を把握

するとともに、計４回Ｗｅｂアンケート調査

を実施。各施策において広告を認知した人の

70％以上が「郵便貯金には払戻しに期限があ

る」こと等の広告の内容を理解している。ま

た、調査対象施策全体としては、平均で回答

者の約 19％が広告を見て「貯金を受け取りに

行った」等何らかの行動を起こしており、一

定の効果が確認されている。また、これらの

結果を分析し、施策の費用対効果の検証に努
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を経過した郵便貯

金の早期払戻しが

促進されるよう、よ

り効果的な取組を

実施する必要があ

る。 

【指標】 

・預入期間を経過し

た郵便貯金の残存

状況を毎事業年度

１回以上周知する。 

・預入期間を経過し

た郵便貯金の預金

者に早期払戻しを

促す挨拶状を、中期

目標期間中に 240万

件以上発送する。 

・挨拶状を発送した

預金者への実態調

査を、初年度 1000人

以上を対象に行い、

次年度以降は、初年

度の調査結果を踏

まえ、より効果的な

把握方法を検討の

上行う。 

［指標設定の考え

方］ 

権利消滅を防止す

る観点から、預入期

間を経過した郵便

貯金の早期払戻し

を促すため、その残

存状況を定期的に

周知するほか、第２

期中期目標期間中

に行っていた満期

後 15 年を経過した

全預金者に対する

挨拶状の発送を、満

期後９年目以下の

全預金者に対して

行うことの有効性

について検証を行

い、効果が認められ

た場合には可能な

限り実施する。 

これらの預金者

への個別周知施策

に加え、預入期間を

経過した郵便貯金

の残存状況を、毎事

業年度１回以上ホ

ームページにおい

て公表するととも

に、新聞広告等の広

報施策を実施する。 

 郵便局その他の

施設や広報媒体を

通じた幅広い広報

を推進する。 

この一環として、

公共機関・各種団体

等に対し、年５件以

上の広報施策・活動

の連携を図る。 

広報に当たって

は、実際に窓口にお

いて満期を迎えた

貯金を受け取った

方に対する実態調

査等を行い、費用対

効果を検証しつつ、

より効果的かつ効

率的な実施に努め

ることとする。 

等報告書で提示で

きるように努める。 

住所調査につい

ては、挨拶状が届か

なかった預金者の

うち、平成 30 年度

までに調査を行っ

ていない預金者か

ら 20 万名以上につ

いて実施すること

とする。 

これらの預金者

への個別周知施策

に加え、預入期間を

経過した郵便貯金

の残存状況をホー

ムページにおいて

公表するとともに、

新聞広告等の広報

施策を実施する。 

郵便局その他の

施設や広報媒体を

通じた幅広い広報

を推進する。 

この一環として、

公共機関・各種団体

等に対し、５件以上

の広報施策・活動の

連携を図る。 

広報に当たっては、

実際に窓口におい

て満期を迎えた貯

金を受け取った方

に対する実態調査

等を実施する。 

● 挨拶状を発送し

た預金者への実態調

査について、前年度の

調査結果を踏まえ、よ

り効果的な把握方法

を検討の上行ったか。 

● 転居等のため挨

拶状の届かなかった

預金者に対しても周

知するために住所調

査を行うことの有効

性について検証を行

い、効果が認められた

場合には可能な限り

実施したか。 

● 預入期間を経過

した郵便貯金の残存

状況を毎事業年度１

回以上公表したか。ま

た、新聞広告等の広報

施策を実施したか。 

● 幅広い広報を推

進するために、公共機

関･各種団体等に対

し、年５件以上の広報

施策･活動の連携を図

ったか。 

● 窓口において満

期を迎えた貯金を受

け取った方に対する

実態調査等を行い、費

用対効果を検証しつ

つ、より効果的かつ効

率的な広報の実施に

努めたか。 

③ 挨拶状を受け取り、「払戻しを行った。手続中」が

34.8％、「近日中に行う予定」が 34.4％（計 69.3％） 

④ 令和２年度の挨拶状の開封率は 86.5％。増加傾向

にある。（データがある年度の平成30年度は80.4％、

平成 29年度は 74.9%） 

また、上記アンケート調査のほか、保有する預金データ

から預金者の年齢、金額、都道府県別等の分析等を進め、

預金者の実態把握に努めるとともに、他の広報施策に当

たっての参考資料等として活用した。 

（３）住所調査の実施 

令和２年度計画において住所調査の対象とされた「令

和元年度挨拶状を発送した平成 29 年度満期の預金者で

挨拶状が届かなかった者」約 2.7万人のほか、追加で「平

成 30年度、令和元年度の住所調査（平成 29年度に挨拶

状を発送し、届かなかった預金者を対象）で３回調査し

たが現住所が判明していなかった預金者」約 3,600人及

び「１回調査したが現住所が判明していなかった預金額

１万円未満の預金者のうち、元利金で１万円以の者」約

1,000人についても調査を実施した。 

調査の結果、新住所が判明した預金者に対して、1.7万

件の挨拶状を送付することができた。 

（４）その他 

挨拶状等の発送等に係る顧客情報の厳正な管理を求

めるため、令和２年 12 月に外部委託先の業者に対し実

地監査を行い、不備がないことを確認した。 

 

２ 郵便貯金の残存状況の公表 

委託先である(株)ゆうちょ銀行から報告を受け、対象

月の翌月中旬頃に満期を経過した郵便貯金について元

（満期前）の郵便貯金の種類別の残存状況等を機構のホ

ームページに掲載して公表するとともに、満期を経過し

た郵便貯金の早期受取りを呼びかけた。 

 

３ 新聞広告等の広報施策、施設や広報媒体を通じた幅広

い広報の推進 

広報施策についても、新型コロナウイルス感染症の影

響を受け、前年度実施したチラシ配布等について実施で

きなかった一方で、社会のデジタル化の進展への対応や

若年層を含め広く訴求していくという観点等から、イン

ターネットを通じた周知・広報（インターネット広告や

動画共有プラットフォームを活用した情報発信）など新

たな施策にも積極的に取り組んだ。 

挨拶状送付の有効性の高さ

を示すものと考える。 

また、アンケートの他に、

保有する預金者データを分

析して保有する金額、年齢、

都道府県別等の実態把握を

し、他の広報施策実施に当

たっての参考資料等として

活用した。 

住所調査については、令

和２年度年度計画に従っ

て、令和元年度挨拶状を発

送し届かなかった預金者に

加え、平成 30年度、令和元

年度に住所調査を実施し、

一定の調査回数で調査保留

としていた預金者及び一定

額以下のため調査保留とし

ていた預金者にも住所調査

を実施し、新住所が判明し

た預金者に挨拶状を送付す

ることができた（1.7万件）。 

預入期間を経過した郵便

貯金の残存状況は、毎月ホ

ームページで公表した。 

一方、広報活動において

も、新型コロナウイルス感

染症の影響を受け、前年度

実施した一部の施策が実施

できなかったが、社会のデ

ジタル化の進展への対応等

の観点から、インターネッ

ト広告等インターネットを

通じた周知・広報といった

新たな施策にも積極的に取

り組んだ。 

従前より実施している施

策についても、コロナ禍の

中、新聞広告は、全国 76紙

と前年度の水準を維持、周

知用ポスターの掲示及び周

知用チラシの備置は、掲示

めている。 

・以上を踏まえ、所期の目標を上回る成果が

得られていることから、「Ａ」評価とした。 

・一方で、依然として多額の権利消滅金が発

生している状況を踏まえ、今後も継続して、

効果的かつ効率的な周知・広報施策に努める

必要がある。 
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も行うとともに、そ

れ以外の預金者に

対しても効果を検

証した上で可能な

限り行い、挨拶状を

発送した預金者へ

の実態調査を毎事

業年度行うことと

する。 

※満期後 15 年を経

過した預金者に対

する挨拶状の第２

期中期目標期間中

の発送件数：約 40万

件（予定） 

※満期後９年目以

下の預金者数（平成

20 年度～27 年度満

期分）：約 200 万件

（平成 28 年９月現

在） 

その他の施策についても、コロナ禍の中、機構の独自

施策のほか、総務省、消費者庁、日本郵政グループ、消

費者団体、老人福祉施設、独立行政法人等に協力を要請

し、連携して周知・広報を実施した。さらに、チラシ等

の内容や広告を掲載する雑誌等見直しを行うとともに、

政府広報のテーマ募集への応募を総務省に依頼し、広報

機会を得るなどの施策実施にも取り組んだ。（★は令和

２年度新規施策） 

なお、広報施策の実施に当たっては、委託先等と情報

を共有し、郵便局窓口等での説明や手続、(株)ゆうちょ

銀行コールセンターでの問合せ対応などに遺漏のない

よう準備を徹底した。 

（１）機構において実施した周知・広報施策 

① 新聞広告の実施 

令和２年 11 月に全都道府県において、前年度

同様に全国 76紙で実施した（全国紙５紙、ブロッ

ク紙５紙、地方紙 66紙の主に朝刊に掲載。全世帯

数に占める新聞の購読世帯数の割合が全国で

56.2％）。 

② 周知用ポスターの郵便局・(株)ゆうちょ銀行店

舗への掲示 

ポスターについては、従前のものより郵便貯金

の預金者への訴求力を高めるという観点からデ

ザイン等を改め、令和２年７月 20 日から８月 16

日まで、全都道府県の郵便局及び簡易郵便局

22,151局（ポスターの掲示可能な局全局。令和元

年度は 22,113局）に掲示した。 

また、令和２年４月１日から令和３年３月 31日

まで、(株)ゆうちょ銀行の全店舗（233 店舗）に

掲示した。 

③ 周知用チラシの郵便局・(株)ゆうちょ銀行店舗

への備置 

チラシについては、文字数が多いとの指摘を踏

まえ、重要事項を中心としたシンプルなものにす

るなど、従前のものより読みやすいものに改め、

令和２年７月 20日から８月 16日まで、全都道府

県の郵便局及び簡易郵便局 22,147 局（チラシを

備え置くことが可能な局全局。令和元年度は

22,305局）に備え置いた。 

また、令和２年４月１日から令和３年３月 31日

まで、(株)ゆうちょ銀行の全店舗（233 店舗）に

備え置いた。 

又は備置が可能なすべての

郵便局で実施した。 

さらに、チラシ等の内容

や広告を掲載する雑誌の見

直しを行うとともに、新た

に、日本郵政グループとの

関わりが多いと考えられる

会員に直接訴求できる会員

誌に広告を掲載する取組も

行った。 

そのほか、総務省、日本郵

政グループ、消費者団体、老

人福祉施設等の協力を得て

周知を図るとともに、総務

省と連携して政府広報の実

施等にも取り組んだ（計 44

施策を実施）。 

なお、広報施策について

は、その実施後、(株)ゆうち

ょ銀行コールセンターへの

照会状況等を把握するとと

もに、主な施策については

Web アンケート調査（計４

回）を行い、結果を分析、要

した費用及び行動率等につ

いても検証した。 

これらにより、郵便貯金

の権利消滅を防止する観点

から、預金者に直接気付き

の機会をもたらすことを始

めとする効果的・効率的な

周知・広報の実施に十二分

に取り組み、その結果も分

析し、年度計画を上回る成

果を得たものと評価した。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 
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④ 雑誌広告 

令和３年２月 22日に週刊女性自身、２月 25日

に週刊文春・週刊新潮・★サンキュ※に広告を掲載

した。 

※ 令和元年度に広告を掲載した別の生活情報誌より発行部

数が多いものに変更 

⑤ ★かんぽの宿関連会員誌広告 

     令和３年２月 26 日に、比較的日本郵政グルー

プとの関わりが多いと考えられる会員に直接訴

求できる、かんぽの宿メンバーズカード会員向け

情報誌「旅タイム」に広告を掲載した。 

⑥ ラジオＣＭ 

40 秒のラジオＣＭを令和３年２月 15 日から２

月 26日まで、関東広域圏、関西広域圏のＡＭ・Ｆ

Ｍ７放送局で合計約 100回放送した。 

   ⑦ ★インターネット広告（バナー広告）の実施 

     令和２年 11 月 16 日から 30 日まで、ニュース

サイトの読売新聞オンライン（ＰＣ版・スマホ版）

でバナー広告を実施した。 

   ⑧ ★動画共有プラットフォームを活用した情報

発信 

     令和３年３月に、動画共有プラットフォームの

YouTubeに機構のチャンネルを開設し、平成 31年

１月に実施したテレビＣＭ及び令和３年２月に

実施したラジオＣＭのコンテンツを掲載した。ま

た、より詳しい説明が必要な方のために、コンテ

ンツの概要欄に、機構ホームページ（郵便貯金の

重要なお知らせ）のＵＲＬも記載し、容易に必要

な情報にアクセスできるようにした。 

⑨ 名刺の活用 

貯金部職員等の名刺裏面に郵便貯金の権利消

滅に関するお知らせを印刷した。 

⑩ 機構の封筒の活用 

前年度から継続して機構の事務封筒に郵便貯

金と簡易生命保険に関するお知らせを個別に掲

載し、郵便貯金の早期払戻しを促す内容が明確に

伝わるようにした。 

（２）関係省庁・団体等と連携して実施した広報施策 

次のとおり、関係省庁・団体等と連携して広報を

展開した（44件）。 

① 政府広報 

首相官邸メールマガジン、LINE で記事を配信
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（令和２年８月、12月、令和３年３月） 

② 総務省 

・ 合同庁舎２号館のオートスライドに周知用ポ

スター画像を掲載（通年） 

・ 合同庁舎２号館の周知スペース等に周知用ポ

スターを掲示（通年） 

・ 広報誌「総務省」に記事・お知らせを掲載（令

和２年 10月、令和３年１月） 

・ 地方行政評価局の行政相談員全体会議で資料

配布（令和２年５月） 

・ 地方行政評価局の行政相談員ブロック会議に

おいて資料配布（令和２年７月～10月） 

③ 消費者庁 

・ 消費行政ブロック会議（６か所）で資料配布

（令和２年 11月～12月） 

・ 消費生活センター所長会議（６か所）で資料

配布（令和２年 10月～11月） 

④ 日本郵政グループの施設及び関連団体 

・ ゆうちょ財団のセミナー等で周知用チラシを

配布（通年） 

・ 郵政博物館に周知用チラシを備置（通年） 

・ 有馬切手文化博物館に周知用チラシを備置

（通年） 

・ かんぽの宿（36 か所）に周知用チラシを備置

（令和３年１月～３月）、周知用ポスターを掲

示（令和３年１月～３月） 

・ 逓信病院（３か所）に周知用チラシを備置（令

和３年１月～３月）、周知用ポスターを掲示（令

和３年１月～３月） 

⑤ 全国地域婦人団体連絡協議会 

機関誌（約 10万部）に広告を掲載（令和３年３

月） 

⑥ 日本点字図書館 

視覚障害者向け雑誌(約 6,000 枚)※１及び会員

向けサイト(利用者約５万人)※２に音声広告を掲

載（令和３年２月、３月） 

※１ 視覚障害者向け雑誌：日本点字図書館が作成している

視覚障害者向け録音ＣＤ「にってんデイジーマガジン」 

※２ 会員向けサイト：「サピエ図書館」（全国視覚障害者情報

提供施設協会が運営する視覚障害者情報総合ネットワー

ク「サピエ」のサービスのひとつで、インターネットを経

由して点字・録音図書の配信 

⑦ 老人福祉施設等 

・ 全国有料老人ホーム協会 

協会の消費者相談ブース（２か所）に周知用ポ
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スターを掲示（令和２年７月） 

個人会員（約 7,500人）へ周知用チラシを送付

（令和２年９月） 

協会ホームページで周知（令和３年２月） 

会員メールマガジンで周知（令和３年２月） 

・ 全国老人保健施設協会 

会員メールマガジン及び同協会ホームページ

で周知（令和２年７月） 

会員施設（約 3,700か所）内に周知用ポスター

を掲示（令和３年３月） 

・ 全国老人福祉施設協議会 

   会員メールマガジンで周知（令和２年 12月） 

周知用ポスターを会員施設（約 11,000か所）内

に掲示（令和２年 12月） 

・ サービス付き高齢者向け住宅協会 

会員メールマガジンで周知（令和２年 12月） 

周知用ポスターをサービス付き高齢者向け住

宅（約 1,500か所）内に掲示（令和２年 12月） 

協会ホームページで周知（令和２年 12月） 

⑧ 日本郵便（株） 

・ 平成 30 年１月に締結した覚書に基づき、権

利消滅金の発生抑止のための協力施策につい

て進捗状況を確認した。（令和３年２月） 

・ 日本郵便ホームページに機構ホームページに

リンクするバナーを掲載（平成 30年 10月～令

和４年３月末の予定） 

・ 郵便局（3,490 局）に配備される転居届（60

万通）に権利消滅制度について広告を掲載（令

和２年３月～６月） 

・ 権利消滅制度及び早期受取りについて、金融

業務管理者研修（令和２年５月）、短時間研修

（令和２年 11 月）、簡易局業務研究会（令和３

年１月～３月）、郵便局長会議（令和３年３月）

で周知 

・ 日本郵便（株）が作成する郵便局での義務的

掲示物のポスターに権利消滅制度について記

載（通年） 

 

（３）広報調査の実施等 

主な施策実施直後に４回（令和２年６月、９月、

令和３年１月、３月）、施策実施時点で郵便貯金を保

有していた預金者等に対し、実施した施策の認知
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すること。 

公表に当たって

は、ホームページを

活用した情報提供を

行うこと。情報提供

に当たっては、充実

した情報を分かりや

すく、迅速に提供す

ることに努めるこ

と。 

【指標】 

・ホームページに

ついての閲覧者から

の意見、アクセス状

況調査等により、掲

載内容の検証を毎事

業年度１回以上行

う。 

［指標設定の考え

方］ 

郵便貯金の適正かつ

確実な管理及びこれ

に係る債務の確実な

履行について、分か

りやすい掲載となる

よう、毎事業年度ホ

ームページの内容を

検証することとす

る。 

組内容等に関する情

報を引き続き毎事業

年度公表することと

する。 

なお、これらの情

報の公表は、直近の

事業年度に係る財務

諸表について通則法

第 38 条第１項の規

定による総務大臣の

承認を受けた日から

２月以内に行うこと

とする。 

 ② ①の情報の公

表に当たっては、ホ

ームページを積極的

に活用することとす

る。ホームページは、

利用者に分かりやす

く充実した内容とな

るよう、ホームペー

ジについての閲覧者

からの意見、アクセ

ス状況調査等によ

り、掲載内容の検証

を毎事業年度１回以

上行うこととする。 

組内容等に関する情

報を公表することと

する。 

なお、これらの情

報のうち、独立行政

法人郵便貯金簡易生

命保険管理・郵便局

ネットワーク支援機

構に関する省令（以

下「省令」という。）

第 17 条第１項に規

定する情報の公表

は、直近の事業年度

に係る財務諸表につ

いて通則法第 38 条

第１項の規定による

総務大臣の承認を受

けた日から２月以内

に行うこととする。 

 ② ①の情報の公

表に当たっては、情

報を記載した書類の

機構への備え付けの

ほか、ホームページ

を積極的に活用する

こととする。また、ホ

ームページは、利用

者に分かりやすく充

実した内容となるよ

う、ホームページに

ついての閲覧者から

の意見若しくはアク

セス状況調査等によ

り、掲載内容の検証

を１回以上行うこと

とする。 

取組内容等の情報を、

直近の事業年度に係る

財務諸表について総務

大臣の承認を受けた日

から２月以内に公表し

たか。 
● ホームページを積

極的に活用した情報提

供を行ったか。ホーム

ページは、利用者に分

かりやすく充実した内

容となるよう、閲覧者

からの意見、アクセス

状況調査等により、掲

載内容の検証を毎事業

年度１回以上行った

か。 

通則法の規定及び国会附帯決議等に基づき、業務方法

書、中期計画、年度計画、役職員の給与の支給基準、郵便

貯金・簡易生命保険の沿革、商品概要、約款、委託先業務

実施営業所等の情報、機構による入札の結果等について、

ホームページで公表した。 

 

２ 機構の経営内容等に関する情報の公表（省令第 17 条に

基づく経営情報） 

機構の行う郵便貯金管理業務の状況を示す指標（省令第

17条に基づく経営情報）については、総務大臣による財務

諸表の承認（令和２年９月 15 日）後２か月以内の同年９

月 30 日に機構の情報公開室に備え付けて一般の閲覧に供

するとともに、ホームページで公表した。 

 

３ 郵便貯金管理業務におけるホームページの掲載内容の

改善 

毎月、機構ホームページのアクセス状況調査により取得

した同ホームページ内のコンテンツへのアクセス順位等

を分析し、掲載内容の検証及び見直しを行い、閲覧者の利

便性が向上するよう変更を実施した。また、郵便貯金管理

業務に関連する手続改正があった場合、これを利用者にわ

かりやすく周知するため、関連説明を追加する等行った。

具体的な改善内容は以下のとおりである。 

① 機構ホームページトップページメニューの郵便貯金

関連項目の記載を閲覧件数の 

多い順に並び替えを実施した（令和３年３月）。 

② 機構ホームページトップページメニューの郵便貯金

関連項目の記載順の並び替えに合わせて、「目次（郵便貯

金管理業務）」の記載順の並び替えを実施した（令和３年

３月）。 

③ 郵便貯金に関する統計情報について、機構ホームペー

ジ内における掲載箇所や分類の仕方が必ずしも統一さ

れていなかったことから、「郵便貯金に関する統計情報」

ページに集約した上で、統計情報をその内容に応じた項

目（「郵便貯金残高関係」、「地方公共団体貸付関係」等）

ごとに再整理し、掲載するよう改めた（令和３年３月）。 

④ 令和２年 10 月に実施した機構の手続改正において、

名義人が認知症などで、委任状を書けない場合にも、当

該郵便貯金を、名義人の（株）ゆうちょ銀行の通常貯金

口座にそのまま入金できるようにするなどとしたこと

から、その内容について、機構ホームページ中、閲覧頻

度が相対的に高い「郵便貯金の権利消滅等に関するＱ＆

状況を示す指標についても、

総務大臣による財務諸表の

承認から２か月以内にホー

ムページ等で公表した。 

機構のホームページアク

セス状況や総務省の評価ツ

ールを用いて、高齢者や障

害者を含めた幅広いユーザ

ーにとってわかりやすく充

実した内容となっているか

どうかの視点で掲載内容の

検証を行い、トップページ

の文字間調整、機構手続改

正内容の周知、アクセス状

況に応じたメニューの並び

替え、郵便貯金残高や地方

公共団体等の統計情報の項

目の再整理等により利用者

の利便性の向上を図った。 

以上のことから、計画を達

成したものと評価した。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 
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し、周知・広報を実

施すること。広報に

当たっては、費用対

効果を検証しつつ、

より効果的かつ効

率的な実施に努め

ること。 

【指標】 

・支払義務が発生し

た保険金等の残存

状況を毎事業年度

１回以上周知する。 

 

［指標設定の考え

方］ 

支払義務が発生し

た保険金等の早期

支払促進のため、そ

の残存状況の定期

的な周知を行うこ

ととする。 

契約者等にその状

況を毎事業年度１

回以上ホームペー

ジにおいて公表す

る。 

また、郵便局その

他の施設や広報媒

体を通じた幅広い

広報を推進する。 

この一環として、

公共機関・各種団体

等に対し、年５件以

上の広報施策・活動

の連携を図る。 

広報に当たっては、

実際に窓口におい

て満期保険金を受

け取った方に対す

る実態調査等を行

い、費用対効果を検

証しつつ、より効果

的かつ効率的な実

施に努めることと

する。 

契約者等にその状

況をホームページ

において１回以上

公表する。 
また、受取未済の

保険金等の有無の

確認及びその早期

受取りを呼びかけ

るため、委託先との

連携施策等、周知媒

体を用いた広報施

策を１回以上行う。 
郵便局その他の

施設や広報媒体を

通じた幅広い広報

を推進する。この一

環として、公共機

関・各種団体等に対

し、５件以上の広報

施策・活動の連携を

図る。 
広報に当たっては、

前年度までに実施

した実態調査の結

果等を踏まえ、より

効果的かつ効率的

な実施に努める。 

＜評価の視点＞ 

● 支払義務が発生

した保険金等の残存

状況を毎月把握し、契

約者等にその状況を

毎事業年度１回以上

公表したか。 

● 幅広い広報を推

進するために、公共機

関･各種団体等に対

し、年５件以上の広報

施策･活動の連携を図

ったか。 

● 窓口において満

期保険金を受け取っ

た方に対する実態調

査等を行い、費用対効

果を検証しつつ、より

効果的かつ効率的な

広報の実施に努めた

か。 

ついても保険金等支払案内書を発送。 

ウ 契約者等が入院保険金等の郵便局窓口での受取り

を希望した場合等には、委託先から契約者等に支払通

知書を発行。支払通知書発行後、２か月、４か月又は

６か月を経過しても保険金等を受取りに来ない契約

者等に対しては、期間ごとに支払通知書払渡未済通知

書を発送。 

 また、保険金等を受け取られていない契約の残存状況

を把握するため、毎月、委託先から支払義務が発生した

保険金等の残存状況の報告を受け、その状況をホームペ

ージで２回公表した。 

２ 機構において実施した周知・広報施策 

 ① 委託先（（株）かんぽ生命保険）との連携 

 保険金等の確実な支払を促進するため、平成 28 年

度より、委託先では既契約者に直接接触し、振込先口

座の登録の依頼を進めている。機構では、委託先への

監査等において、進捗確認を行った。 

 ② 名刺の活用 

 保険部職員等が使用する名刺の裏面に、簡易生命保

険の保険金等の早期支払促進及び転居時の住所変更

の手続きに関するお知らせを印刷し、名刺交換時に同

内容の周知、取組の説明を行った。 

 ③ 機構の封筒の活用 

 従来から郵便貯金と簡易生命保険の早期支払促進

に関するお知らせを同一欄に掲載していたが、平成 31

年４月以降、機構が使用する封筒については、郵便貯

金と簡易生命保険に関するお知らせを個別に掲載し、

簡易生命保険の早期支払促進に関する内容が明確に

伝わるようにした。 

３ 関係省庁・各種団体と連携して実施した広報施策 

 次のとおり、関係省庁・公共機関・各種団体等と連携

して、簡易生命保険としての独自の施策も含め広報を展

開した。これらの実施に当たっては、委託先等とも情報

を共有し、契約者対応に遺漏のないよう準備を徹底し

た。（★は令和２年度新規施策） 

① 総務省 

・ 合同庁舎２号館のオートスライドに周知用ポスタ

ー画像を掲載（通年） 

・ 合同庁舎２号館の周知スペースに周知用ポスター

を掲示（通年） 

・ 広報誌「総務省」に記事、お知らせを掲載（令和

２年９月、令和２年 11月） 

年度計画のとおり、毎月把

握し、ホームページでの公

表を２回実施した。 

《委託先との連携施策等、

周知媒体を用いた広報施

策》 

 また、機構において実施

した周知・広報施策として

は、保険部職員等が使用す

る名刺に、簡易生命保険の

保険金等の早期支払促進及

び転居時の住所変更の手続

きに関するお知らせを印刷

すること等で同内容の周

知、取組の説明を行った。 

《関係省庁・各種団体と連

携して実施した広報施策》 

 さらに、新たな施策を含

め、10 の公共機関・各種団

体等と連携した広報施策

（26件）を展開した。 

 また、高齢者関連施設に

チラシを配布することか

ら、簡易生命保険の年金の

受取りに関するチラシを作

成したほか、平成 30 年度に

実施した実態調査の結果を

踏まえ、保険金等の早期受

取りを呼びかけるチラシに

住所変更手続に係る案内を

記載した。このように、令和

２年度年度計画に定めたと

おり、広報に当たって、前年

度までに実施した実態調査

の結果等を踏まえ、より効

果的かつ効率的な実施に努

めた。 

《総括及び評価》 

 これらにより、年度計画

を踏まえた対応に加え、見

直しや新規施策を行いなが

ら、保険契約者等に対する
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② 郵便局 

・ 郵便局（1,250 局）に周知用ポスターを掲示（令

和２年７月 20日から８月 16日まで） 

③ かんぽの宿 

・ 全施設内に周知用ポスター及びチラシを掲示（令

和３年１月） 

★ かんぽの宿メンバーズカード会員情報誌「旅タイ

ム」に周知用ポスターを掲載（令和３年２月） 

④ 逓信病院 

・ 全施設内に周知用チラシ及びチラシを掲示（令和

３年１月） 

⑤ 全国地域婦人団体連絡協議会 

・ 機関誌に広告を掲載（令和３年３月） 

⑥ 日本点字図書館 

・ 視覚障害者向け雑誌及び会員向けサイト※に音声

広告を掲載（令和３年２月～３月） 

※ 視覚障害者向け雑誌：日本点字図書館が作成している視

覚障害者向け録音雑誌（CD）「にってんデイジーマガジン」 

※ 会員向けサイト：「サピエ図書館」(全国視覚障害者情報

提供施設協会が運営する視覚障害者情報総合ネットワー

ク「サピエ」のサービスのひとつで、インターネットを経

由して点字・録音図書を配信) 

⑦ 老人福祉施設等 

・ サービス付き高齢者向け住宅協会 

協会員のサービス付き高齢者向け住宅（約 1,600か

所）内に周知用ポスター及びチラシを掲示（令和２

年 12月） 

会員メールマガジン及び同協会ホームページで周

知（令和２年 12月） 

・ 全国有料老人ホーム協会 

会員メールマガジン（令和２年７月）及び同協会ホ

ームページにより周知（令和２年７月） 

個人会員（約 7,500人）に周知用ポスター及びチラ

シを送付（令和３年３月） 

・ 全国老人福祉施設協議会 

会員あて送付している月刊誌に周知用ポスター及

びチラシを同封（令和３年 12月） 

・ 全国老人保健施設協会 

会員メールマガジン及び同協会ホームページによ

り周知（令和２年７月） 

会員施設（約 3,700か所）内に周知用ポスターを掲

示（令和３年３月） 

効果的・効率的な周知・広報

の実施に十分取り組んだも

のと評価した。 

 

＜課題と対応＞  

 なし。 
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織その他経営内容

に関する情報を引

き続き公表するこ

と。 

公表に当たって

は、ホームページを

活用した情報提供

を行うこと。情報提

供に当たっては、充

実した情報を利用

者に分かりやすく、

迅速に提供するこ

とに努めること。 

【指標】 

・ホームページに

ついての閲覧者か

らの意見、アクセス

状況調査等により、

掲載内容の検証を

毎事業年度１回以

上行う。 

［指標設定の考え

方］ 

簡易生命保険の適

正かつ確実な管理

及びこれに係る債

務の確実な履行に

ついて、分かりやす

い掲載となるよう、

毎事業年度ホーム

ページの内容を検

証することとする。 

並びにコンプライ

アンスの推進その

他の機構の取組内

容等に関する情報

を引き続き毎事業

年度公表すること

とする。 

なお、これらの情

報の公表は、直近の

事業年度に係る財

務諸表について通

則法第 38 条第１項

の規定による総務

大臣の承認を受け

た日から２月以内

に行うこととする。 

 ② ①の情報の

公表に当たっては、

ホームページを積

極的に活用するこ

ととする。ホームペ

ージは、利用者に分

かりやすく充実し

た内容となるよう、

ホームページにつ

いての閲覧者から

の意見、アクセス状

況調査等により、掲

載内容の検証を毎

事業年度１回以上

行うこととする。 

並びにコンプライ

アンスの推進その

他の機構の取組内

容等に関する情報

を公表することと

する。 

なお、これらの情

報のうち、省令第 18

条第１項に規定す

る情報の公表は、直

近の事業年度に係

る財務諸表につい

て通則法第 38 条第

１項の規定による

総務大臣の承認を

受けた日から２月

以内に行うことと

する。 

② ①の情報の

公表に当たっては、

情報を記載した書

類の機構への備え

付けのほか、ホーム

ページを積極的に

活用することとす

る。また、ホームペ

ージは、利用者に分

かりやすく充実し

た内容となるよう、

ホームページにつ

いての閲覧者から

の意見若しくはア

クセス状況調査等

により、掲載内容の

検証を１回以上行

うこととする。 

ンスの推進その他の

機構の取組内容等の

情報を、直近の事業年

度に係る財務諸表に

ついて総務大臣の承

認を受けた日から２

月以内に公表したか。 

● ホームページを

積極的に活用した情

報提供を行ったか。ホ

ームページは、利用者

に分かりやすく充実

した内容となるよう、

閲覧者からの意見、ア

クセス状況調査等に

より、掲載内容の検証

を毎事業年度１回以

上行ったか。 

を作成の上、同年 11月にホームページで公表した。 

通則法の規定及び国会附帯決議等に基づき、業務方法

書、中期計画、年度計画、役職員の給与の支給基準、郵

便貯金・簡易生命保険の沿革、商品概要、約款、委託先

業務実施営業所等の情報、機構による入札の結果等につ

いて、ホームページで公表した。 

 

２ 機構の経営内容等に関する情報の公表（省令第 18 条

に基づく経営情報） 

令和元年度の機構の組織、業務、商品の概要、資産運

用及び財務等に関する情報並びにコンプライアンスの

推進等に関する機構の取組（省令第 18 条に基づく経営

情報）については、総務大臣による財務諸表の承認（令

和２年９月 15日）後２か月以内の同年９月 30日に機構

の情報公開室に備え付けて一般の閲覧に供するととも

に、ホームページで公表した。 

 

３ 簡易生命保険管理業務におけるホームページの掲載

内容の改善  

  機構ホームページについて、アクセス状況調査を活用

して、各コンテンツへのアクセス順位等の分析を行い以

下の見直しを行った。 

① ホームページのアクセス状況を踏まえ、アクセス数

の多い項目順に表示順を見直すなど、お客さまが必要

な情報に素早くアクセスできるよう改善を行った。 

② 「契約者貸付利率、前納割引率に関するお知らせ」

については項目が混在しており、分かりにくい構成と

なっていたため、項目を分割し、必要な情報にアクセ

スしやすくなるよう改善を行った。 

③ トップページに掲載している「最近の TOPICS」につ

いては、貯金、保険の情報や調達情報等を掲載してい

るが、カテゴリ別にアクセスが容易となるよう「調

達」、「貯金」、「保険」等の情報を件名に追加する

ことで必要な情報にアクセスしやすいように改善を

行った。 

④ 新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴うお取

り扱いのご案内について、（株）かんぽ生命保険の Web

サイトへのリンクを追加することにより、効率的かつ

常に最新の情報にアクセスできるよう改善を行った。 

⑤ ご高齢の契約者への確実な保険金等の支払等を促

進する観点から作成している、「ご高齢のご契約者さ

ま等及びご家族へのお知らせ」のページに、新たに健

総務省の評価ツールを用

いて、高齢者や障害者を含

めた幅広いユーザーにとっ

てわかりやすく充実した内

容となっているかどうかの

視点で掲載内容の検証を行

い、トップページの文字間

調整を行った。 

ホームページの掲載内容

の改善については、アクセ

ス状況の調査等を活用し

て、ホームページの掲載内

容の検証を行い、閲覧性を

向上させる取組を行った。 

 以上のことから、計画を

達成したものと評価した。 

 

＜課題と対応＞  

なし。 
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め、以下の項目を実

施すること。 

・日本郵便株式会社

に対する交付金の交

付並びに関連銀行及

び関連保険会社から

の拠出金の徴収を円

滑かつ確実に実施す

ることが可能となる

よう、交付金の交付

及び拠出金の徴収に

関する業務の実施方

法を適正かつ明確に

定めること。 

・関連銀行及び関連

保険会社から徴収し

た拠出金を、日本郵

便株式会社に対して

交付するまでの間、

安全に管理するため

の措置を講ずること

（平成 31 年度から

実施）。 

・交付金は郵便局ネ

ットワークの維持に

要する費用の一部に

充てられるという機

構法の趣旨に沿っ

て、日本郵便株式会

社に対し適切な時期

に交付金を交付する

とともに、関連銀行

及び関連保険会社か

ら適切な時期に拠出

金を徴収すること

（平成 31 年度から

実施）。そのため、事

前に日本郵便株式会

社並びに関連銀行及

び関連保険会社と連

携を図りながら対応

すること。 

30年度末までに整備

し、平成 31年度以降

の毎事業年度１回以

上、交付金の交付及

び拠出金の徴収が円

滑かつ確実に行われ

ているかどうかにつ

いて検証を行い、必

要に応じて規程類の

見直しを行うことと

する。 

法令に基づき郵便

局ネットワーク支援

勘定が設けられたた

め、徴収した拠出金

は他の勘定の資金と

区分し、口座を分け

て管理する。また、郵

便局ネットワーク支

援業務専門の部門を

設け徴収した拠出金

の取扱者を限定し、

日本郵便株式会社に

対して交付するまで

の間、安全に管理す

るための措置を講

じ、平成 31年度以降

の毎事業年度１回以

上、措置の有効性に

ついて検証を行うこ

ととする。 

 交付金は郵便局ネ

ットワークの維持に

要する費用の一部に

充てられるという独

立行政法人郵便貯

金・簡易生命保険管

理機構法（平成 17年

法律第 101 号。改正

法により平成 31 年

４月１日から「独立

行政法人郵便貯金簡

て業務の実施方法を

定めた規程類の見直

しを行うこととす

る。 

徴収した拠出金は

他の勘定の資金と区

分し、口座を分けて

管理する。また、徴収

した拠出金の取扱者

を限定し、日本郵便

株式会社に対して交

付するまでの間、安

全に管理するための

措置を講じ、１回以

上、措置の有効性に

ついて検証を行うこ

ととする。 

認可事項を遵守し

つつ、あらかじめ確

定した交付及び徴収

の時期等にしたがっ

て、本年度の交付及

び徴収を確実に実施

することとする。 

交付金の趣旨並びに

交付金の交付及び拠

出金の徴収は日本郵

便株式会社並びに関

連銀行及び関連保険

会社の財務に影響を

与えることを踏ま

え、当該各社と連携

を図り、交付及び徴

収に係る情報を共有

しつつ、認可事項を

遵守して次年度の適

切な交付及び徴収の

時期等を本年度中に

確定することとす

る。 

の見直しを行っている

か。 

・拠出金を安全に管理

するための措置を講

じ、毎事業年度１回以

上、措置の有効性につ

いて検証を行っている

か。 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

● 毎事業年度１回以

上、交付金の交付及び

拠出金の徴収が円滑か

つ確実に行われている

かどうかについて検証

を行っているか。また、

必要に応じて業務の実

施方法を定めた規程類

の見直しを行っている

か。 

● 法令に基づき郵便

局ネットワーク支援勘

定が設けられたことを

踏まえ、拠出金につい

て口座を分けて管理し

ているか。また、拠出金

を安全に管理するため

の措置を講じ、毎事業

年度１回以上、措置の

有効性について検証を

行っているか。 

● 交付金の交付及び

拠出金の徴収を確実に

実施しているか。 

● 法令の趣旨並びに

交付金の交付及び拠出

金の徴収は日本郵便株

式会社並びに関連銀行

及び関連保険会社の財

結果に基づき、業務マニュアルの見直しを行った（令和３

年３月 22日付改正）。 

 なお、これらの検証については、監査室による内部監査

の結果、第三者の視点からも問題がないことを確認した

（令和３年３月 17日）。 

 

２ 拠出金の安全管理措置 

 徴収した拠出金は、他の勘定の資金と区分するために口

座を分けて管理したうえで、取扱者を限定し、日本郵便

（株）に対して交付するまでの間、安全管理措置に関する

認可事項を遵守し、安全に管理した。 

 安全に管理するための措置に関しては、認可事項に応じ

て具体的に講じている措置の有効性とともに、認可事項に

対して漏れなく対応できているかについて検証を行った

（令和３年１月 29日）。 

検証の結果、講じている措置は有効であり、認可事項に

漏れなく対応できていることを確認した。 

 この安全管理措置の検証については、監査室による内部

監査の結果、第三者の視点からも問題がないことを確認し

た（令和３年３月 17日）。 

 

３ 交付及び徴収の確実な実施 

 交付金の交付及び拠出金の徴収に当たっては、認可事項

を遵守しつつ、あらかじめ日本郵便（株）並びに関連銀行

（現在は（株）ゆうちょ銀行）及び関連保険会社（現在は

（株）かんぽ生命保険）（以下「関係会社」という。）との

間で合意した予定期日に従い、令和２年度の交付及び徴収

を確実に実施した。 

 なお、交付金の交付に当たっては、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大を踏まえ、安全性を確保しつつ手順の変

更を行った。 

 

４ 交付金の交付及び拠出金の徴収時期の確定 

 関係会社との連携を緊密にするため、機構主導で実施す

る実務者会合を２回（R2.8.5/R3.2.24。いずれも新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大を受け、メールによる会合と

した。）実施したほか、メールや電話により日常的に連絡を

取ることで、より一層の連携強化を図りつつ、情報の共有

を行った。 

 また、令和３年度の月次の交付金の交付及び拠出金の徴

収に係る年間予定期日等については、認可事項や安全管理

措置及び関係会社の財務に影響を与えること等を踏まえ

れていることを確認した。 
・  検証結果に基づき、業務

マニュアルを見直した。 
・  拠出金の安全管理措置

について検証を行い、措置

が有効であることを確認

した。 
・  監査室による内部監査

により、第三者の視点から

も上記３点について問題

がないことを確認した。 
・  令和２年度の交付金の

交付及び拠出金の徴収に

ついて、認可事項を遵守し

つつ、関係会社とあらかじ

め合意した予定期日に従

い、交付及び徴収を誤りや

遅滞を生じることなく確

実に実施した。 
・  令和３年度の交付金の

交付及び拠出金の徴収時

期について、関係会社との

合意のうえで令和２年度

内に確定した。 
・  前年度における郵便局

ネットワークの維持に要

した費用の額と交付した

交付金の額の整合性の確

認を遅滞なく実施した。 
 

＜課題と対応＞ 
なし。 
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・交付金を交付した

年度（毎年４月１日

から翌年３月 31 日

までをいう。）におけ

る郵便局ネットワー

クの維持に要した費

用の額と、交付した

交付金の額の整合性

を確認すること（平

成 32 年度から実

施）。 

【指標】 

・総務大臣が認可し

た交付金の額及び交

付方法並びに拠出金

の額及び徴収方法を

遵守している。 

・平成 31年度以降の

毎事業年度１回以

上、交付金の交付及

び拠出金の徴収が円

滑かつ確実に行われ

ているかどうかにつ

いて検証を行う。 

・平成 31年度以降の

毎事業年度１回以

上、徴収した拠出金

を安全に管理するた

めの措置の有効性に

ついて検証を行う。 

［指標設定の考え

方］ 

交付金の交付及び拠

出金の徴収に関する

適切性を担保するた

め、総務大臣が認可

した交付金の額及び

交付方法並びに拠出

金の額及び徴収方法

を遵守していること

を確認することとす

る。また、日本郵便株

易生命保険管理・郵

便局ネットワーク支

援機構法」に題名を

変更。以下「機構法」

という。）の趣旨並び

に交付金の交付及び

拠出金の徴収は日本

郵便株式会社並びに

関連銀行及び関連保

険会社の財務に影響

を与えることを踏ま

え、当該各社と連携

を図り、交付及び徴

収に係る情報を共有

しつつ、認可事項を

遵守して適切な交付

及び徴収の時期等を

年度（毎年４月１日

から翌年３月 31 日

までをいう。以下第

１の３（１）において

同じ。）の開始前に確

定し、交付及び徴収

を実施することとす

る。 

 また、交付金を交

付した年度における

郵便局ネットワーク

の維持に要した費用

の額と当該年度に交

付した交付金の額の

整合性を、平成 32年

度以降に日本郵便株

式会社から機構法第

18条の６の規定によ

る書類の提出があっ

た後、遅滞なく確認

することとする。 

務に影響を与えること

を踏まえ、当該各社と

連携を図り、交付及び

徴収に係る情報を共有

しつつ、認可事項を遵

守して適切な交付及び

徴収の時期等を年度

（毎年４月１日から翌

年３月 31 日までをい

う。）の開始前に確定

し、交付及び徴収を実

施しているか。 

● 交付金を交付した

年度における郵便局ネ

ットワークの維持に要

した費用の額と、当該

年度に交付した交付金

の額との整合性を、郵

政管理・支援機構法第

18条の６の規定による

書類の提出が日本郵便

株式会社からあった

後、遅滞なく確認して

いるか。 

たうえで関係会社と合意し、令和２年度中に確定させた

（令和３年２月 24日）。 

 なお、拠出金の徴収日及び交付金の交付日について、令

和２年度は毎月の拠出金の納付期限日（毎月 15日）より前

の週の月曜日としていたところ、月曜日は週の初日であり

機構及び関係会社ともに業務繁忙が見込まれることから、

令和３年度からは火曜日に変更することとした。これによ

って、交付金の交付及び拠出金の徴収に係る事務を、より

確実かつ適正に実施できる環境を整えた。 

 

５ 前年度における郵便局ネットワークの維持に要した費

用の額と交付した交付金の額の整合性の確認 

 日本郵便（株）から機構法第 18 条の６の規定に基づき、

書類の提出を受け（令和２年７月 28日）、令和元年度にお

ける郵便局ネットワークの維持に要した費用の額と、同年

度に交付した交付金の額等の整合性の確認を行った（令和

２年８月７日）。 

 確認の結果、郵便局ネットワークの維持に要した費用の

額と交付した交付金の額の整合性に問題がないと認めら

れた。 
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会社並びに関連銀

行及び関連保険会

社に対する中立性

を保持すること。 
・郵便局ネットワー

クの維持に要する

費用の細目、郵政事

業のユニバーサル

サービスの利用者

の範囲や利用状況

その他の交付金及

び拠出金の額の算

定に必要となる資

料を、日本郵便株式

会社並びに関連銀

行及び関連保険会

社に請求すること

等により確実に入

手し、当該資料に基

づき交付金及び拠

出金の額の算定を

行うこと。 
・郵便局ネットワー

ク支援業務に係る

情報を安全に管理

するための措置を

講ずること。 
【指標】 
・総務省令において

定める認可の申請

に係る期限までに

交付金及び拠出金

の額を算定し総務

大臣に認可の申請

をするとともに、そ

の認可を受ける。 
・毎事業年度１回以

上、郵便局ネットワ

ーク支援業務に係

る情報を安全に管

理するための措置

の有効性について

る。また、総務省令

において定める認

可の申請に係る期

限までに交付金及

び拠出金の額を算

定し総務大臣に認

可の申請をすると

ともに、その認可を

受けることとする。 
 郵便局ネットワ

ークの維持に要す

る費用の細目、郵政

事業のユニバーサ

ルサービスの利用

者の範囲や利用状

況その他の交付金

及び拠出金の額の

算定に必要となる

資料については、事

実に基づくもので

あり、かつこれに含

まれる計数の積算

の根拠及び過程が

明らかであるもの

を日本郵便株式会

社並びに関連銀行

及び関連保険会社

に請求すること等

により確実に入手

する。 
日本郵便株式会社

並びに関連銀行及

び関連保険会社か

ら入手した資料に

ついては、十分な補

足説明を受けるこ

とで内容を確認す

る。これらの資料に

基づき、算定に必要

な計数を確定させ、

交付金及び拠出金

の額の算定を行う

る。また、総務省令

において定める認

可の申請に係る期

限までに交付金及

び拠出金の額を算

定し総務大臣に認

可の申請をすると

ともに、その認可を

受けることとする。 

郵便局ネットワ

ークの維持に要す

る費用の細目、郵政

事業のユニバーサ

ルサービスの利用

者の範囲や利用状

況その他の交付金

及び拠出金の額の

算定に必要となる

資料については、事

実に基づくもので

あり、かつこれに含

まれる計数の積算

の根拠及び過程が

明らかであるもの

を日本郵便株式会

社並びに関連銀行

及び関連保険会社

に請求すること等

により確実に入手

することとする。日

本郵便株式会社並

びに関連銀行及び

関連保険会社から

入手した資料につ

いては、十分な補足

説明を受けること

で内容を確認する

こととする。これら

の資料に基づき、算

定に必要な計数を

確定させ、交付金及

び拠出金の額の算

っているか。 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

● 郵便局ネットワ

ークの維持に要する

費用の細目、郵政事業

のユニバーサルサー

ビスの利用者の範囲

や利用状況その他の

交付金及び拠出金の

額の算定に必要とな

る資料については、事

実に基づくものであ

り、かつこれに含まれ

る計数の積算の根拠

及び過程が明らかで

あるものを日本郵便

株式会社並びに関連

銀行及び関連保険会

社に請求すること等

により確実に入手し

ているか。 

● 日本郵便株式会

社並びに関連銀行及

び関連保険会社から

入手した資料につい

ては、十分な補足説明

を受けることで内容

を確認しているか。 

● 日本郵便株式会

社並びに関連銀行及

び関連保険会社から

入手した資料に基づ

き、算定に必要な計数

を確定させ、交付金及

び拠出金の額の算定

を行っているか。 

● 総務省令に規定

する算定方法に基づ

る拠出金の額は約 2,370億円、関連保険会社から徴収す

る拠出金の額は約 540億円となっている。 

なお、担当職員の異動による算定方法に関する理解や

算定の誤り、あるいは算定作業の遅延を防ぐため、算定

方法を確認するとともにこれに習熟することを目的と

して、認可申請のための算定に先立ち、関係会社の協力

を得て利用可能な暫定データに基づいて試算を行う取

組を行った。（令和２年７月から９月にかけて試算）。 

 

２ 総務大臣認可 

交付金の額及び交付の方法並びに拠出金の額及び徴

収方法の総務大臣への認可申請については、省令により

当該交付等を行う前年度の 11 月末日までに申請するこ

ととされている。令和３年度の交付金等については、令

和２年 11月 26日付で１で既述の額等を総務大臣に対し

て認可申請を行い、令和３年１月 29 日付で当該申請の

内容のとおり総務大臣の認可を受けた。 

 

３ 交付金及び拠出金の額の算定に必要となる資料 

交付金及び拠出金の額の算定に必要となる決算の計

数等の資料を、機構法に基づき関係会社に対し書面によ

り請求し、提出期限（令和２年 10月２日）までに入手し

た。 

交付金及び拠出金の額の適正な算定に当たり、これら

の資料について補足説明を受ける必要があることから、

関係会社に対して個別にヒアリングを実施した。（日本

郵便（株）10月 14日、(株)ゆうちょ銀行 10月 15日、

(株)かんぽ生命保険 10月 13日。いずれも新型コロナウ

イルス感染症対策のため電子メールで実施。）また、ヒア

リング後においても、電子メールや電話により適宜追加

説明を受け、内容を確認した。 

 

４ 入手した情報の安全管理措置 

関係会社から入手した情報については、電子資料はフ

ォルダのアクセス権限を担当者限りとして管理すると

ともに、必要に応じてパスワードを設定して管理し、紙

資料は保管専用の収納棚を使用し、担当者のみが鍵を保

管場所から取り出せるよう設定して管理する等の安全

管理措置を実施した。 

また、郵便局ネットワーク支援業務に係る情報を安全

に管理するための措置の有効性の検証を実施した。具体

的には、関係会社から入手した経営上の非公開情報を含

・ 上記算定に当たっては、

誤りや遅延を生じないよ

う、事前に試算を行う取

組を行った。 
・ 令和３年度の交付金の

額及び交付の方法並びに

拠出金の額及び徴収方法

の総務大臣への認可申請

について、省令に定める

期日までに認可申請を行

い、当該申請のとおり認

可された。 

・ 交付金及び拠出金の額

の算定に必要となる資料

について、必要な時期ま

でに入手し、十分な補足

説明を受けて算定に必要

な計数を確定させた。 

・ 算定のために入手した

情報の安全管理措置につ

いて、入手した電子資料

及び紙資料のいずれに対

しても安全に管理する措

置を講じた。 

・ 情報の安全管理措置に

ついて、自らその有効性

の検証を行い、その有効

性を確認した。また、当該

検証は、監査室による内

部監査により第三者の視

点からも問題がないこと

を確認した。 
 
＜課題と対応＞ 
なし。 




















































